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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年８月３日
契約責任者 中日本高速道路株式会社

名古屋支社長 池田 光次
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 23
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 東海環状自動車道 山県ＩＣ～糸
貫ＩＣ間舗装工事（電子入札（郵送入札）対
象案件）
 工事場所
自）岐阜県山県市西深瀬
至）岐阜県本巣市三橋
 工事内容 本工事は、東海環状自動車道の
山県ＩＣ～糸貫ＩＣ（仮称）間において、舗
装工事を行うものである。
 工事概算数量
延長 約12㎞
アスファルトコンクリート表層工 約20万
コンクリート舗装版工 約９万
床版防水工 約10万
 工期 契約締結日の翌日から600日間
半導体及び鋼材等の資材の不足及び調達遅
延等の受注者の責によらない事由を原因とし
た工事の遅れが生じる場合の対応として、契
約書第22条の規定に基づき、受注者からの工
期延長の請求により、工期延長の協議を行う
ことができるものとする。
 使用する主要な資機材
アスファルト合材 約30千ｔ
コンクリート 約25千㎥
鉄筋 約３千ｔ
 本工事は、週休２日を前提とした工事費及
び工期を確保した「週休２日制モデル工事（発
注者指定方式）」である。工事期間内において
週休２日を達成した場合は、工事成績評定に
おいて加点評価の対象とする工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特
例監理技術者」という。）の配置は認めない。
 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。

 本工事は、総合評価技術提案資料を求め、
価格と価格以外の要素を総合的に評価して落
札者を決定する総合評価落札方式の適用工事
である。
技術提案にあっては、施工方法及び仮設備
計画の変更を伴う提案は可能とするが、工事
目的物の変更を伴う提案や契約単価項目が変
更となる提案は不採用とする。
 本工事は、資料の提出及び入札を電子入札
システム又は郵送で行う対象工事であり、当
社ホームページに掲載の「電子入札（郵送入
札）運用マニュアル」を適用する。なお、電
子入札により難いものは、「電子入札（郵送入
札）運用マニュアル」に基づき、契約責任者
に届出を提出して郵送で行う紙入札方式によ
ることができる。
 契約制限価格を上回った場合の取扱い
本工事の競争入札では、見積協議方式を適
用する。
見積協議方式とは、すべての入札参加者の
入札価格が契約制限価格を上回った場合に、
総合評価点の最も高い者などの特定の１社を
協議相手として選定し、当社の設計価格の算
出方法と協議の相手から提出された入札価格
の算出方法との相違点を確認するための協議
を行った上で相手の入札価格で契約を締結し
た後、工事施工中に施工実態を調査し、協議
で確認対象となった項目との差異を確認し、
差異のあった項目について契約変更を実施す
る方式をいう。
なお、協議の相手から提出された入札価格
で契約を締結することが不合理と認められる
場合は、協議相手を選定しない場合がある。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後VE方式の対象工事であ
る。
 本工事は、電子契約によることができる。
２ 競争参加資格 本工事に係る競争に参加でき
る者は、次に掲げる条件をすべて満足し、かつ、
本工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 当社ホームページに掲載の「中日本高速道
路株式会社契約規則」第11条の規定に該当し
ない者であること。

 単体の場合 当社ホームページに掲載の
「中日本高速道路株式会社工事・調査等の
資格登録に関する要領」に基づく令和５・
６年度競争参加資格における「舗装工事」
の資格を有し、当該資格に係る経営事項評
価点数が1350点以上である者（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがされている者につ
いては、手続開始の決定後、当社が別に定
める手続に基づく工事競争参加資格の再認
定を受けていること。再認定を受けた者に
あっては、当該再認定の際に、「舗装工事」
の資格を有し、当該資格に係る経営事項評
価点数が1350点以上であること。）である
こと。
 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合 「中日本高速道路株式会社工
事・調査等の資格登録に関する要領」に基
づく令和５・６年度競争参加資格における
「舗装工事」の資格を有し、当該資格に係
る経営事項評価点数が1200点以上である
者（会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがされている者に
ついては、手続開始の決定後、当社が別に
定める手続に基づく工事競争参加資格の再
認定を受けていること。再認定を受けた者
にあっては、当該再認定の際に、「舗装工事」
の資格を有し、当該資格に係る経営事項評
価点数が1200点以上であること。）の２者
又は３者で構成された特定建設工事共同企
業体であること。なお、経常建設共同企業
体、協業組合及び事業協同組合は、特定建
設工事共同企業体の構成員となれないもの
とする。 ４）特定建設工事共同企業体又は経常建設

共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。乙型の特定建設工事共同企業体と
しての実績は、協定書の分担工事の実績
のみ実績として認める。この場合、協定
書の写しを技術資料に併せて提出するこ
と。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がされている者又は民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てがされている者（いずれも
上記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。特定建設工事共同企業体を構成する場合、
構成員の全部又は一部において前記の申立て
がされている者でないこと。

 施工実績 平成20年度以降に元請けとして
しゅん功した次の工事の施工実績を有するこ
と。
 単体又は特定建設工事共同企業体（甲型）
を構成する場合の代表者
求める実績 国道または自動車専用道路に
おける、設計舗装面積（表層）16万以上
かつ２車線以上※の新設のアスファルト舗
設工事
※同一断面で２車線以上の幅員を有するも
のをいう。以下同じ。

 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合の代表者以外
求める実績 国道または自動車専用道路に
おける、設計舗装面積（表層）８万以上
かつ２車線以上の新設のアスファルト舗設
工事
１）求める実績に対して提出できる施工実
績は１件とする。
２）施工実績が、中日本高速道路株式会社
が発注し、しゅん功した工事（旧日本道
路公団（以下「旧ＪＨ」という。）が発注
し、平成20年度以降にしゅん功した工事
を含む。）である場合にあっては、工事成
績評定通知書により通知された評定点が
65点未満のものを除く。
３）施工実績が、中日本高速道路株式会社
を除く公共工事発注機関※が発注し、
しゅん功した工事である場合にあって
は、工事成績評定が一定の点数未満であ
るために当該機関の競争入札において施
工実績として認めていないものを除く。
※公共工事発注機関とは、国、地方公共
団体又は「公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律」（平成12年
法律第127号）第２条第１項に定める
法人をいう。以下同じ。
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